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該当する□にli レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加さ力↓る育業者の方は レ印の記入は不要です。
「基韓年度Jと は,卜回鋼mの 前年度を、 「目標年度Jと は81画期間の定終年度をいいます。
「事業所等併lu区分Jと tl 京都府内の部業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生するほ室効果ノスを ftn送車両排出区分Jと

は 自動車通送車業者については使用の本担の位磁を京都府内とする'両 の排出する浸室効果〃スを 鉄 遣享禁者については保有する貨物軍両ス
は旅客,両 の排出する温掌効果〃スを rそ の他排出区分Jと は 上紀以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温喜効果〃ス
をいいま,■
「竹配事項Jに は 平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出段の対比やエネルイー原単位C02排 出畳、省エネ製品開発などlL者の温葦効

果〃ス俳HinU機への貫は グ リエン詢達の採用 特 定フロンなどの条lql指定外の温宮効果グスのは'けなどを配入してください。
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特定事業者の
主たる業種 ら偽力均ダ兆&
該当す る事業
者要件

r 京都府地球温暖化対策条例瓶行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原】1に換
算して】,500キロツットル以上))                            J
京都府地球温暖1ヒ対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラックス
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道章両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例地行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他のIPL室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭兼に換算して3,000トン以上))
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温室効果ガス
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